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市
長
提
出
議
案

３８件の市長提出議案を審議しました。
結果は４ページの議決結果一覧表をご覧ください。

○制定の趣旨
　都市の低炭素化の促進に関する法律に規定

する事務に係る手数料を徴収するため、条例

を制定するものです。

○制定の内容
　手数料を徴収する事務及びその額について

規定するものです。

○施行期日
　公布の日とするものです。

○制定の趣旨
　新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定

に伴い、川越市新型インフルエンザ等対策本部

について必要な事項を定めるため、川越市新型

インフルエンザ等対策本部条例を制定するもの

です。

○制定の内容
　川越市新型インフルエンザ等対策本部の組織、

会議及び部について定めるものです。

○施行期日
　新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行

の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日

とするものです。

○改正の趣旨

　東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が

実施する防災のための施策に必要な財源の確保に

係る地方税の臨時特例に関する法律の制定に伴い、

川越市税条例の一部を改正するものです。

○改正の内容

　平成２６年度から平成３５年度までの特例措置

として、各年度分の個人市民税の均等割の税率を

３５００円にするものです。

○施行期日

　公布の日とするものです。

○工事名：川越駅西口駅前広場改修工事に伴うシェ
　　　　　ルター設置工事

○工事場所：川越市脇田本町地内
○工事内容：①地上部シェルター設置工　一式
　　　　　　②デッキ部シェルター設置工　一式

○契約の方法：一般競争入札
○契約の金額：２億８６４４万円
○契約の相手方：川越市大字鯨井１７０５番地２
　　　　　　　　初雁興業株式会社

○工期：本契約締結の日から平成２６年３月１４日
　　　　まで

低炭素化の促進に関する法律関係手数料条例を制定

市税条例の一部を改正

川越駅西口駅前広場シェルター設置工事請負契約

新型インフルエンザ等対策本部条例を制定

川越駅西口駅前広場完成イメージ図

１見直し方針　市内循環バス「川越シャトル」は、次の事項を踏まえて見直すものとする。

⑴運行目標　利便性や効率性の向上を図り、引き続き利用者の増加に努める。

⑵路線の設定　駅を中心とした概ね運行距離１０㎞、運行時間３０分程度を基本とし、できるだけ路線バスとの重複

　や競合を避けるものとする。また、「川越シャトル」の走行空間は、道路幅員６ｍ以上の道路を基本とする。

⑶運行ダイヤ　土休日ダイヤを導入するとともに、利用特性に応じた時間帯でのサービス提供に努める。

⑷運行体制　「川越シャトル」を運行する事業者を現行の２社から３社とする。

⑸料金体系　料金体系は、引き続き距離制とし、当面この体系を維持していく。

⑹運行経費の削減　「川越シャトル」に運用されているバスの車両数を現行の１４台から２台程度削減する。

⑺新たな交通手段の確保　特定の施設への送迎利用が顕著な路線は、送迎バス機能を強化し「川越シャトル」以外で

　のサービス提供に努め、「川越シャトル」がなくなる地域においては、デマンド交通など地域主体の運営による新

　たな交通サービスの可能性を検討していく。

⑻未利用・低利用路線の対応　利用頻度が極めて低い路線や区間については、廃止する。

⑼見直し後の対応　新たな路線は、６か月程度の試行期間を設け、必要に応じて修正を検討する。

２路線案　現行１９路線のうち、一部の変更を含めて引き続き存続するのは１２路線、送迎バスへの移管が３路線、

　デマンド交通の検討が２路線、廃止が２路線となる。

３今後のスケジュール（案）　見直しの内容に関する市民への周知や許認可等の申請手続きを行い、１０月１日から

　見直し後の路線で運行開始となるよう準備を進めたい。
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市政報告 市内循環バス「川越シャトル」の見直し方針について

平成2５年度一般会計当初予算は、昨年度の当初予算に比べて1.6％増の
1千21億9千万円と決定しました。歳入歳出内訳は以下のとおりです。

市　債(9.7%)
98億8,540万円 国庫支出金(14.5%)

148億1,966万5千円

県支出金(5.0%)
51億2,563万円

諸収入(3.7%)
38億3,872万1千円

地方消費税交付金(2.9%)
29億8,990万5千円  

繰入金(2.2%)
22億2,294万9千円  

地方交付税(2.1%)
21億1千万円　　　

繰越金(1.9%)
19億円
その他(5.2%)
53億6,909万7千円

市　税(52.8%)
539億2,863万3千円

土木費(11.2%)
115億2万8千円

衛生費(11.2%)
114億1,407万1千円

公債費(10.2%)
103億7,770万円

総務費(10.5%)
107億7,956万5千円

教育費(10.0%)
102億5,263万円

消防費(4.2%)
42億7,151万円

商工費(1.9%)
19億5,580万円

議会費(0.7%)
6億9,464万3千円

その他(1.3%)
13億3,808万3千円

民生費(38.8%)
396億597万円

平成25年度一般会計当初予算平成25年度一般会計当初予算
歳 入 歳 出
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